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地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）（抄） 

 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、地方公共団体の経営する企業の組織、財務及びこれに従事する職員の身分

取扱いその他企業の経営の根本基準並びに企業の経営に関する事務を処理する地方自治法の規定

による一部事務組合及び広域連合に関する特例を定め、地方自治の発達に資することを目的とす

る。 

 

（経営の基本原則） 

第三条 地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の

福祉を増進するように運営されなければならない。 

 

（経費の負担の原則） 

第十七条の二 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計

又は他の特別会計において、出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法により負担するも

のとする。 

一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費 

二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて

充てることが客観的に困難であると認められる経費 

２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会

計又は他の特別会計において負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて

充てなければならない。 

 

（料金） 

第二十一条 地方公共団体は、地方公営企業の給付について料金を徴収することができる。 

２ 前項の料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下における適正な

原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなければならない。 
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水道法（昭和 32 年法律第 177 号）（抄） 

 

（供給規程） 

第十四条 水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件について、供

給規程を定めなければならない。 

２ 前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保することができ

る公正妥当なものであること。 

二 料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負担区分及び

その額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。 

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

五 （略） 

３ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通省令で定める。 

（以下略） 

 

水道法逐条解説 抜粋 
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水道法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 45 号）（抄） 

 

（法第十四条第二項各号を適用するについて必要な技術的細目） 

第十二条 法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、地方公共団体が水道事業を経営する

場合に係る同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 料金が、イに掲げる額とロに掲げる額の合算額からハに掲げる額を控除して算定された額を基

礎として、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたものであること。 

イ 人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、資産減耗費その他営業費用の合算

額 

ロ 支払利息と資産維持費（水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保すべき額をいう。）

との合算額 

ハ 営業収益の額から給水収益を控除した額 

二 第十七条の四第一項の試算を行つた場合にあつては、前号イからハまでに掲げる額が、当該

試算に基づき、算定時からおおむね三年後から五年後までの期間について算定されたものである

こと。 

三 前号に規定する場合にあつては、料金が、同号の期間ごとの適切な時期に見直しを行うこと

とされていること。 

四 第二号に規定する場合以外の場合にあつては、料金が、おおむね三年を通じ財政の均衡を保

つことができるよう設定されたものであること。 

五 料金が、水道の需要者相互の間の負担の公平性、水利用の合理性及び水道事業の安定性を勘

案して設定されたものであること。 
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自己資金の推移 

 

単位：円    

 
 

 

年度
前年度末自己資金

(a)

純利益他

(b)

資本的収支不足

(c)

年度末自己資金

(a+b-c)

R2 3,367,708,807 2,046,448,572 1,963,859,321 3,450,298,058

R3 3,450,298,058 2,065,721,225 2,147,630,499 3,368,388,784

R4 3,368,388,784 1,963,752,275 2,153,697,732 3,178,443,327

R5 3,178,443,327 1,846,986,233 2,029,732,000 2,995,697,560
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企業債とは （一般財団法人地方自治研究機構） 
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令和5年度地方公共団体決算状況調査　企業債残高対給水収益比率　類団65団体比較

団体名 給水収益(千円)
企業債現在高

(千円)

企業債残高対

給水収益比率(％)
順位

ひたちなか市 2,993,643 21,523,567 718.98 1

釧路市 3,817,228 25,572,370 669.92 2 経営の健全性を維持できる上限の比率

苫小牧市 2,523,691 16,186,373 641.38 3 類団上位10団体の平均値

長野県 3,300,496 19,945,470 604.32 4

沼津市 2,293,622 13,632,963 594.39 5

鳥取市 3,298,226 19,041,116 577.31 6

山口市 3,061,522 17,601,606 574.93 7 本市の経営環境下で理想的な比率

帯広市 2,845,740 15,975,803 561.39 8 類団上50団体の平均値

佐世保市 5,312,130 28,338,601 533.47 9

弘前市 3,091,231 16,455,327 532.32 10

日立市 2,777,980 14,671,283 528.13 11

都城市 2,015,444 10,548,436 523.38 12

長野市 5,991,434 29,454,195 491.61 13

函館市 3,822,244 18,742,662 490.36 14

岸和田市 2,847,700 13,959,810 490.21 15

八千代市 3,054,775 14,862,287 486.53 16

米子市 2,673,416 12,493,908 467.34 17

宝塚市 3,443,567 15,746,026 457.26 18

呉市 3,964,691 17,118,517 431.77 19

徳島市 3,913,246 16,861,417 430.88 20

水戸市 5,124,807 22,076,050 430.77 21

伊丹市 2,699,517 11,064,793 409.88 22

松阪市 3,166,232 12,806,453 404.47 23

秋田市 5,913,930 23,195,075 392.21 24

小田原市 2,496,194 9,783,084 391.92 25

松江市 3,753,538 14,190,394 378.05 26

長岡市 4,478,027 15,976,000 356.76 27

鈴鹿市 3,614,743 12,429,744 343.86 28

宇治市 3,063,868 10,480,330 342.06 29

伊勢崎市 3,612,730 12,016,890 332.63 30

宇部市 2,807,501 9,314,385 331.77 31

加古川市 3,935,731 12,665,989 321.82 32

秦野市 2,131,648 6,527,853 306.24 33

福井市 4,001,540 12,112,755 302.70 34

寝屋川市 3,200,472 9,646,807 301.42 35

富士市 3,220,315 9,315,534 289.27 36

山形市 5,025,051 14,521,818 288.99 37

下関市 4,861,177 13,641,372 280.62 38

つくば市 4,809,350 13,426,233 279.17 39

青森市 5,172,041 14,328,032 277.03 40

磐田市 2,500,159 6,681,976 267.26 41

松本市 3,547,382 9,461,359 266.71 42

八尾市 4,737,830 12,498,201 263.80 43

熊谷市 3,937,990 10,311,584 261.85 44

津市 6,565,924 15,936,693 242.72 45

上越市 4,517,714 10,656,813 235.89 46

久留米市 4,252,726 7,917,836 186.18 47

刈谷市 1,877,070 3,477,294 185.25 48

春日部市 3,568,130 6,036,688 169.18 49

福島市 6,337,628 10,041,388 158.44 50

流山市 3,274,192 5,130,195 156.69 51

佐賀市 3,649,456 5,176,871 141.85 52

新座市 2,049,740 2,856,507 139.36 53

甲府市 4,256,204 3,361,768 78.99 54

上尾市 3,544,001 2,793,369 78.82 55

茨木市 4,364,874 3,428,197 78.54 56

川西市 2,738,049 1,981,319 72.36 57

和泉市 2,594,382 1,462,159 56.36 58

盛岡市 6,054,492 3,201,367 52.88 59

豊川市 2,613,230 1,167,999 44.70 60

草加市 3,586,784 1,482,549 41.33 61

佐倉市 3,305,258 1,323,353 40.04 62

久喜市 3,128,247 1,141,483 36.49 63

西尾市 2,589,272 782,441 30.22 64

安城市 2,681,682 731,441 27.28 65

600.84%

396.96%
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耐用年数、更新基準年、使用限界年 

 

 
 

 
 

 

法定耐用年数 更新基準年 使用限界年

ダクタイル鋳鉄管 40年 66年 79年

鋳鉄管 40年 51年 77年

鋼管 40年 66年 95年

硬質塩化ビニル管 40年 80年 -

ポリエチレン管 40年 80～100年 -

管種

大口径管

小口径管

施設 法定耐用年数 更新の目安 法定耐用年数の例

構造物 60年 80～100年以上 浄水設備、配水設備

電気設備 15年 25年 電気設備 汽力発電設備・内燃力発電設備

機械設備 15年 35年 ポンプ設備・薬品注入設備

建築物 50年 90～100年以上 事務所用(鉄筋コンクリート造り)
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業務委託、効率化による効果（平成 17年度以降） 

 

 
 

 

○単年度当たりの人件費削減額 

 令和 5年度決算 平均人件費 7,748 千円 

 

7,748 千円 × 71 人 ＝ 550,108 千円 

実施内容 時期 削減人数

窓口等委託 H17 -3

簡易水道統合 H18 -2

配水管等委託 H19 -3

給水装置効率化 H19 -1

下の原完了 H19 -1

水源地巡回等嘱託化 H19 -2

滞納整理委託 H19 -2

宇久再配分 H19 -1

柚木・広田浄水場運転管理業務委託 H21 -13

残留塩素等毎日検査業務の委託 H21 -2

機構改革に伴う効率化 H21 -2

広田監督一部嘱託化 H22 -1

追塩業務委託 H22 -1

小佐々地区維持管理業務の委託 H22 -1

江迎・鹿町合併効率化 H22 -2

中止清算委託 H23 -5

メーター管理委託 H23 -1

営業所再編 H23 -8

世知原巡回業務委託 H24 -1

業務一元化・効率化（北部・営業・水道事業） H24 -4

山の田浄水場廃止 H25 -6

新山の田浄水場供用開始、広田浄水場業務効率化 H27 -7

破裂対応一部委託 H27 -2

合計 -71
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ウォーターPPPの概要 （国土交通省） 
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渇水対応 

 

・佐世保市渇水対策マニュアル 渇水レベルの各段階の主な内容 
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有効率比較 

 令和 4年度水道統計 1385 団体 
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料金以外の収入を得る取り組み 

 

 
 

累計 H27 H28 H29 H30
H31

(R1)
R2 R3 R4 R5 R6

スクラップ売却

収益
31,012 3,058 6,083 4,186 3,877 3,856 5,012 270 1,491 1,610 1,569

車両売却収益 1,185 0 448 0 0 0 0 231 0 506 0

メーターケース

売却収益
24,337 0 0 0 0 0 0 4,687 6,819 5,679 7,152

小計 56,534 3,058 6,531 4,186 3,877 3,856 5,012 5,188 8,310 7,795 8,721

累計 H27 H28 H29 H30
H31

(R1)
R2 R3 R4 R5 R6

システム・PC等

賃借料
12,919 1,396 1,395 1,373 1,287 142 1,500 1,629 1,630 1,608 959

旧西部営業所

賃借料
5,119 0 0 0 0 0 0 988 1,251 949 1,931

その他土地・建

物賃借料
40,265 3,414 3,512 4,627 3,623 4,153 3,826 4,240 3,982 4,265 4,623

俵町駐車場賃

借料
14,073 1,424 1,235 1,434 1,489 1,491 1,452 1,415 1,519 1,404 1,210

職員駐車場等

賃借料
12,909 1,163 1,242 1,200 1,181 1,160 1,229 1,358 1,452 1,458 1,466

小計 85,285 7,397 7,384 8,634 7,580 6,946 8,007 9,630 9,834 9,684 10,189

累計 H27 H28 H29 H30
H31

(R1)
R2 R3 R4 R5 R6

広告掲載料 598 0 0 0 0 0 0 0 0 299 299

造林木販売に

係る収益
1,964 0 0 0 0 0 0 542 0 1,422 0

小計 2,562 0 0 0 0 0 0 542 0 1,721 299

累計 H27 H28 H29 H30
H31

(R1)
R2 R3 R4 R5 R6

土地 138 4 0 8 0 0 0 111 0 15 0

車両 1,719 208 0 107 112 121 61 291 55 532 232

小計 1,857 212 0 115 112 121 61 402 55 547 232

累計 H27 H28 H29 H30
H31

(R1)
R2 R3 R4 R5 R6

146,238 10,667 13,915 12,935 11,569 10,923 13,080 15,762 18,199 19,747 19,441

（

内

訳

）

固定資産売却

（

内

訳

）

合計

不用品売却収益

（

内

訳

）

賃借料

（

内

訳

）

その他

（単位：千円）
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経常収支比率、料金回収率 

 令和 5年度地方公営企業決算状況調査 類団 65 団体 

 

経常収支比率 類団平均 109.43％ 

料金回収率 類団平均 100.03％ 

 

 

経常収支比率(％) 料金回収率(％) 経常収支比率(％) 料金回収率(％)

函館市 104.70 103.11 沼津市 102.41 95.57

釧路市 114.57 63.93 富士市 113.41 107.74

帯広市 114.01 84.49 磐田市 113.95 113.89

苫小牧市 102.95 94.01 豊川市 113.93 98.25

青森市 109.61 104.05 刈谷市 101.68 81.50

弘前市 109.05 93.91 安城市 111.69 106.99

盛岡市 132.97 130.92 西尾市 110.63 97.93

秋田市 110.21 105.75 津市 112.94 106.14

山形市 108.83 101.65 松阪市 103.78 100.79

福島市 111.82 105.94 鈴鹿市 115.39 114.28

水戸市 110.86 103.18 宇治市 97.67 83.46

日立市 114.14 111.95 岸和田市 101.38 96.01

つくば市 116.57 107.45 茨木市 112.41 103.99

ひたちなか市 113.27 105.63 八尾市 107.23 101.30

伊勢崎市 122.07 114.63 寝屋川市 111.55 96.81

熊谷市 110.80 108.05 和泉市 105.67 98.73

春日部市 103.87 99.46 伊丹市 106.63 89.94

上尾市 111.63 104.23 加古川市 109.36 101.52

草加市 106.71 97.31 宝塚市 92.45 81.49

新座市 98.49 91.64 川西市 104.42 94.86

久喜市 116.14 104.81 鳥取市 103.27 82.43

佐倉市 104.15 95.47 米子市 113.44 108.23

流山市 122.22 120.55 松江市 106.89 86.41

八千代市 111.72 91.42 呉市 99.72 79.00

小田原市 105.27 96.05 下関市 105.14 93.59

秦野市 107.10 95.59 宇部市 107.82 87.61

長岡市 113.00 105.81 山口市 102.75 97.63

上越市 119.54 117.25 徳島市 107.67 104.41

福井市 113.86 103.12 久留米市 107.31 106.22

甲府市 122.86 118.25 佐賀市 110.37 101.94

長野県 108.67 106.80 佐世保市 106.06 101.73

長野市 118.79 115.10 都城市 102.53 99.25

松本市 100.86 80.73
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水道料金算定要領 （資産維持費） 
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水道料金制度に関する調査（アンケート）結果（概要版）  抜粋 

 日本水道協会 R6.7 実施 
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水道料金算定要領 （料金算定期間） 
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渇水対策の経過（昭和 50 年度以降）※自主節水対策以上の渇水対策を講じたもの 

 
 

＜給水制限の実施に至った渇水＞ 

 昭和 53 年度  最大 43 時間断水・制限日数 11 日間 

 平成 6～7年度 最大 43時間断水・制限日数 264 日間 

 平成 17 年度  減圧給水制限・制限日数 8日間 

 平成 19 年度  減圧給水制限・制限日数 160 日間 

No. 渇水対策の内容 No. 渇水対策の内容

昭和53年 6月1日 24時間断水を実施 平成15年 10月22日 渇水対策会議

6月7日 43時間断水を実施 11月10日
警戒体制解除（11/2 25mm､11/5 61mm ､11/10

22mmの降雨）

6月11日 給水制限解除 平成16年 8月16日 渇水対策検討（梅雨明け後の降雨、23mm）

昭和57年 7月2日 7/12から24時間の給水制限を予定 8月30日 警戒解除（8/17～8/30に計239mmの降雨）

7月11日 給水制限予定中止(201mmの降雨) 平成17年 6月20日 渇水対策会議

昭和59年 3月19日 4/20から給水制限を予定 6月21日
水道局、佐世保市ホームページで節水のお願いを

公開

4月5日 給水制限予定中止(65mmの降雨) 6月22日 広報ＰＲ

昭和60年 2月8日 3/4から給水制限を予定 6月27日 渇水対策本部設置

2月19日 給水制限予定中止(91mmの降雨) 7月2日 第一次（減圧）給水制限　実施

昭和60年 8月26日 節水PR 7月9日 第一次（減圧）給水制限　解除

9月2日 警戒体制解除（115mmの降雨） 7月12日 渇水対策本部　解散

昭和61年 9月16日 10/11から給水制限を予定 平成19年 11月15日 水道局渇水対策本部設置

9月19日 給水制限予定中止(142mmの降雨)
減圧給水制限（11月23日～）時間給水制限（12

月15日～）の決定

昭和63年 2月22日 節水PR 11月20日 減圧給水制限のチラシ配布

3月14日 警戒体制解除（68mmの降雨） 11月23日 減圧給水制限の開始

平成元年 1月10日 1/23から24時間断水の給水制限を予定 11月27日 佐世保市渇水対策本部の設置（第1回会議）

1月21日 給水制限予定中止(142mmの降雨) 12月8日 佐世保市渇水対策本部の設置（第2回会議）

平成５年 2月16日 節水PR 平成20年 3月26日 一部（小佐々地区）を除き給水制限の解除

3月25日 警戒体制解除（186mmの降雨） 4月30日 給水制限解除

平成６年 8月1日 14時間断水を実施 平成24年 2月3日 水道局渇水対策準備会議実施

8月7日 18時間断水を実施 2月7日 水道局渇水対策会議設置（節水広報等の開始）

8月24日 43時間断水を実施 2月10日 水道局渇水対策本部設置

8月26日 20時間断水に緩和 3月6日 水道局渇水対策本部解散

9月15日 18時間断水に緩和 20 平成25年 7月29日 水道局渇水対策会議設置

平成７年 3月6日 減圧給水方式に緩和 平成30年 8月6日 水道局渇水対策準備会議実施

4月26日 給水制限解除 8月20日 水道局渇水対策会議設置

平成７年 12月20日 節水PR 8月23日 水道局渇水対策本部設置（節水広報等の開始）

平成８年 4月20日 警戒体制解除 10月2日 一部（小佐々地区）を除き警戒終了

平成９年 11月7日 節水PR 令和元年 5月16日 水道局渇水対策本部解散

11月22日 警戒体制解除 令和４年 11月18日 水道局渇水対策準備会議実施

平成10年 9月10日 節水PR 令和５年 1月4日 水道局渇水対策会議設置（節水広報等の開始）

10月19日 警戒体制解除 3月3日 水道局渇水対策本部解散

平成11年 1月5日 渇水対策会議

1月7日 節水PR

1月11日 渇水対策本部設置

3月26日
節 水 PR 解 除 （ 3/14 25mm ､ 3/18 25mm ､ 3/25

11mmの降雨）

4月5日 渇水対策本部解散（4/1 28mmの降雨）

年月日
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料金単価 

 

 
 

 

1㎥当たりの金額

（円）

基本料金 20㎥ 148

20㎥を超え40㎥以下 233

40㎥を超え100㎥以下 253

100㎥を超え200㎥以下 273

200㎥を超え400㎥以下 302

400㎥を超え1,000㎥以下 305

1,000㎥を超え2,000㎥以下 309

2,000を超えるもの 312

超過料金
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財政シミュレーション（28％一律改定とした場合の向こう 5年間） 
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料金改定状況 

 

 

自治体 料金改定の状況 備考 確認資料

1 夕張市 （不明）

2 栗山町 （不明）

3 新上五島町 検討中 〇令和２年９月に料金改定を行い、Ｒ７年に次の改定を行う方針。 令和4年度新上五島町水道事業経営審議会　会議録

4 栗原市 改定決定 〇令和６年４月に１５．7％改定を実施 宮城県　ホームページ

5 珠洲市 検討予定 〇５年毎に経営戦略の見直しを行う方針（H29年策定資料） 珠洲市水道事業経営戦略

6 小坂町 （不明）

7 士別市 改定決定 〇令和６年４月に料金改定の実施（改定率未公表） 士別市水道事業経営戦略

8 美唄市 （不明）

9 鋸南町 （不明）

10 天草市 検討中 ○平均26.11％の引き上げの必要性を認める答申 天草市上下水道事業運営審議会　答申

11 有田町 改定決定 〇令和６年４月に１５％改定を実施 令和元年度上水道事業経営戦略　第5章

12 南魚沼市 体系見直し
〇令和５年９月に料金体系変更
〇定期的に料金改定について検討する方針

水道事業経営戦略（資産管理編）概要

13 鷹栖町 （不明）

14 御宿町 （不明）

15 平戸市 検討予定 〇適切な時期に料金改定を検討する（R2年策定資料） 平戸水道ビジョン（経営戦略）令和2年

16 香取市 検討予定 〇今後、適切な時期に料金改定を検討する（H29策定資料） 上水道事業　経営戦略

17 北見市 検討中 〇令和７年２月に料金改定の検討を諮問 北見市上下水道審議会　諮問書

18 稚内市 検討予定
〇令和３年度以降に料金改定の必要性について検討する（H28策定資
料）

水道事業ビジョン

19 洋野町 （不明）

20 伊万里市 （不明）
〇経営状況の見通しによっては、基本料金及び超過料金の見直しを検
討する。（R5策定資料）

伊万里市水道事業経営戦略（令和5年度～令和14年度）

21 志摩市 （不明） 志摩市水道事業経営戦略

22 喜多方市 改定決定 〇令和７年４月に２１．６％改定を実施 水道料金・下水道使用料の改定

23 佐世保市 検討中

24 由利本荘市 検討中
〇令和５年度より３年間で３０％程度の料金改定を検討する（R1策定資
料）

水道事業経営戦略及び投資・財政計画

25 橋本市 （不明）

26 飯田市 改定決定
〇令和６年１月に１８％改定を実施
〇３年毎に料金適正化を検討する方針

飯田市水道事業経営戦略

27 伊賀市 （不明）

28 松川町 （不明）

29 五條市 統一料金化
〇令和７年４月から広域企業団統一料金に変更
（同市の改定率未公表）

五條市　ホームページ

30 三好市 検討中 〇33.3％～87.5％の改定率が提示されている 三好市水道事業等経営審議会　答申書

31 井川町 （不明）

32 下仁田町 （不明）

33 今治市 改定決定＆検討中
〇令和５年８月に料金改定（家庭用9%ほか）を実施
〇現在、次の料金改定を検討中

令和6年度第2回今治市水道事業経営審議会

34 久米島町 （R12年度まで予定なし）
〇令和１２年度までは予定していないが、収支動向に応じて料金水準を
検討する。

久米島町　水道事業　経営戦略

甲州市水道ビジョン及び経営戦略中間見直し版
令和7年7月1日から水道料金が改定

36 伊仙町 改定決定 〇令和６年１０月に料金改定（改定率未公表）を実施 伊仙町水道経営戦略

37 柏崎市 改定決定 〇令和６年７月に２７．４７％改定を実施

経営戦略
東神楽町水道事業経営戦略　概要版

39 宜野座村 （不明） 〇状況に応じて検討する 宜野座村水道事業経営戦略

東神楽町

甲州市35

※各団体のホームページ等で公表されている資料等で確認できた範囲でお示ししたものです。

※資料中で検討の予定等が明記されている団体を、下表に「検討中」「検討予定」としているものです。
　（個別に検討状況等について各団体に確認を行ったものではありません）

38

改定決定 〇令和７年７月に料金改定（改定率未公表）を決定

検討予定 〇令和７年以降に検討する。
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